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１．税証明交付件数調  

証明区分
年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

所得(課税)証明 44,636 37,994 36,947 40,618 36,244

納税証明 2,805 2,649 2,732 2,959 3,115

法人市民税納税証明 573 387 333 331 416

滞納なし証明 4,569 3,601 5,168 3,635 4,472

事業所証明 247 85 152 161 151

評価(資産)証明 4,514 4,502 4,591 4,353 4,276

車庫証明用評価証明 0 0 0 0 0

公課証明 2,824 2,841 3,076 3,127 3,281

宅地並課税証明 34 24 38 43 49

無資産証明 688 642 597 526 547

送付先証明 1 0 0 0 0

住宅用家屋証明(新築) 1,183 1,229 1,095 1,041 952

住宅用家屋証明(既存) 238 253 272 355 373

固定資産課税証明 14 7 8 12 11

その他 553 484 524 529 577

62,879 54,698 55,533 57,690 54,464

　旅費車検用納税証明 13,987 13,454 13,509 11,865 4,195

　賃金公用証明 7,036 5,602 4,302 4,051 3,802

その他 842 688 772 758 753

21,865 19,744 18,583 16,674 8,750

84,744 74,442 74,116 74,364 63,214

　           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：件)

有
　
　
　
料
　
　
　
証
　
　
　
明

計

無
料
証
明

計

合　　計

●このデータは、各年度、3月末時点での数値による●このデータは、各年度、3月末時点での数値による
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２．市税一覧表

税目 課税客体 納税義務者 賦課期日 税率･課税標準（令和６年度）

●市内に住所を有する個人（均等割・所得割） 課税標準額
●市内に事務所・事業所又は家屋敷を有する個人で市内に住所を有しな
　い者（均等割）

●市内に事務所又は事業所を有する法人（均等割・法人税割）
●市内に寮・宿泊所・クラブ・その他これらに類する施設を有する法人
　で、当該市内に事務所・事業所を有しないもの及び市内に事務所・事
　業所又は寮等を有する法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の
　定めのあるもの（均等割）

個人市民税

法人市民税

固定資産税 ●固定資産（土地・家屋・償却資産） ●当該固定資産の所有者

1月1日

1月1日
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※納期が土曜、日曜、祝日の場合は翌日

税率･課税標準（令和６年度） 申告期限 徴収及び納期限

●均等割 3,000円 ●市民税申告書 ●普通徴収
●所得割 3月15日 １期　　　6月30日

課税標準額 税率 ●給与支払報告書 ２期　　　8月31日
一律 6% 1月31日 ３期 　　10月31日

●異動届出書 ４期　  　1月31日
翌月10日 ●特別徴収

翌月10日
●均等割

第１号の法人 50,000円
第２号の法人 120,000円
第３号の法人 130,000円
第４号の法人 150,000円
第５号の法人 160,000円
第６号の法人 400,000円
第７号の法人 410,000円
第８号の法人 1,750,000円
第９号の法人 3,000,000円
●法人税割　　　　　　　　　　　　8.4/100

●税率1.4/100

＜土地＞

○非住宅用地（商業地等）
ａ．負担水準が0.7を超える場合、課税標準額＝
新評価額×0.7

前年度の課税標準額
ｃ．負担水準が0.6未満の場合、課税標準額＝前年
度の課税標準額＋新評価額×5％…（ア）
ただし、上記（ア）で計算した額が新評価額の
60％を上回る場合は新評価額の60％、20％を下回る
場合は新評価額の20％が今年度の課税標準額
○住宅用地
ａ．負担水準が1.0以上の場合、課税標準額＝
新評価額×住宅用地の特例率

●償却資産 ●普通徴収
1月31日 １期　　　5月31日

２期　　　7月31日
ただし、上記（イ）で計算した額が新評価額（×住宅 ３期    　9月30日
用地の特例率）を上回る場合は新評価額（×住宅用地 ４期 　　12月25日
の特例率）、20％を下回る場合は新評価額（×住宅用
地の特例率）の20％が今年度の課税標準額

○農地
課税標準額＝前年度の課税標準額×負担調整率

区分
農　　地 　0.9以上 1.025

　0.8以上0.9未満 1.050
　0.7以上0.8未満 1.075
　0.7未満 1.100

＜家屋・償却資産＞
○課税標準額＝評価額
●免税点 土地 300,000円

家屋 200,000円
償却資産 1,500,000円

前年度課税標準額

負担調整率

区分 金額

ｂ．負担水準が0.6以上0.7以下の場合、課税標準額＝

ｂ．負担水準が1.0未満の場合、課税標準額＝前年度の

負担水準

●申告納付
　と同じ
●法人税申告（国税）

課税標準額＋（新評価額×住宅用地の特例率）×5％…（イ）

新評価額（×住宅用地・市街化区域農地特例）
負担水準＝　　　
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税目 課税客体 納税義務者 賦課期日 税率･課税標準（令和６年度）

●国・地方公共団体所有の固定資産 ●国・地方公共団体

　で貸付資産等

●市街化区域の土地・家屋 ●当該土地・家屋の所有者 1月1日

●市内に所在する事業所等において事業を行う法人又は個人

●製造たばこの製造者、
　卸売販売業者等

都市計画税

軽自動車税

市たばこ税

特別土地
保 有 税

事業所税

入湯税 ●鉱泉浴場における入湯 ●鉱泉浴場の入湯客

交付金

●当該軽自動車等の所有者

●一定面積以上の土地の保有
  及び取得

●当該土地の所有者等
(平成１５年度より新規課税停止)

●原動機付自転車
●軽自動車
●小型特殊自動車
●２輪小型自動車

●売渡しに係る製造たばこ

4月1日

1月1日
7月1日
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※納期が土曜、日曜、祝日の場合は翌日

税率･課税標準（令和６年度） 申告期限 徴収及び納期限

2,000円 ●取得申告 ●普通徴収
原動機付 2,000円     取得した日から         定期  5月31日
自 転 車 2,400円     15日以内

3,700円 ●廃車申告
小型特殊 2,400円     廃車した日から
自 動 車 5,900円     30日以内

3,600円
3,100円
3,900円
3,000円
2,000円
1,000円
4,600円
3,000円

 3,800円
2,900円
1,900円

  1,000円
 4,500円

4輪貨自        　  4,000円
4輪貨自(新税率) 　 5,000円

3,800円
2,500円

4輪貨自(75%軽減)  1,300円
4輪貨自(重課税率)   6,000円
4輪乗営        　 5,500円
4輪乗営(新税率)  6,900円
4輪乗営(25%軽減) 5,200円
4輪乗営(50%軽減)　 3,500円
4輪乗営(75%軽減)　 1,800円
4輪乗営(重課税率) 　 8,200円
4輪乗自        　 7,200円
4輪乗自(新税率)  10,800円

8,100円
5,400円

4輪乗自(75%軽減)  2,700円
4輪乗自(重課税率)  12,900円

6,000円

●1,000本につき6,552円

●保有       5月31日

●取得       2月末日

　　　　　 8月31日

●宿泊入湯客１人１日について150円 ●特別徴収

●日帰り入湯客１人１日について30円           翌月15日

●法人の場合
事業年度終了の日から2ヶ月以内
●個人の場合
事業を行った年の翌年3月15日ま
で

●申告納付

●0.3/100 ●固定資産税と同じ

50cc以下
50cc超～90cc以下
90cc超～125cc以下

4輪乗自(50%軽減)
4輪乗自(25%軽減)

●資産割
 事業所用家屋の延床面積1平方メートルにつき 600円
●従業者割
 従業者給与総額の 100分の0.25（0.25%）

3輪

●申告納付

6月30日

そ の 他

●翌月末日

3輪(重課税率) 

●H30.10.1より、加熱式たばこは、「重量」と「価
格」を紙巻たばこの本数に換算して課税

2輪(125cc超～250cc以下)

●申告納付

農耕作業用

●算定標準額の1.4/100

ミニカー(50cc以下)

●翌月15日

3輪(75%軽減) 　 　

4輪貨営        　
4輪貨営(新税率)　

4輪貨営(75%軽減) 

  ２輪の小型自動車(250cc超)

●保有  1.4/100
●取得    3/100

3輪(新税率)　　　

4輪貨営(50%軽減)
4輪貨営(25%軽減)

4輪貨自(50%軽減)
4輪貨自(25%軽減)

4輪貨営(重課税率) 

3輪(25%軽減)
3輪(50%軽減)
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３．税率の変遷
平成19年度 平成20～21年度 平成22年度～26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

均等割 3,000円　*注１ 同　左 同　左 3,500円 同　左 同　左

 1号    3,000,000円   1号       50,000円

 2号    1,750,000円   2号      120,000円

 3号      410,000円   3号      130,000円

 4号      400,000円   4号      150,000円

 5号      160,000円   5号      160,000円

 6号      150,000円   6号      400,000円

 7号      130,000円   7号      410,000円

 8号      120,000円   8号    1,750,000円

 9号       50,000円   9号    3,000,000円

法人税割
14.7/100

1市４町合併により一部12.3/100の不均一
課税あり（H22年3月期申告分まで）

同　左
1市４町合併により一部12.3/100の不均一

課税あり（H22年3月期申告分まで）

14.7/100
14.7/100

事業年度開始日平成26年10月1日以後は
12.1/100

12.1/100
事業年度開始日平成26年9月30日以前は

14.7/100

12.1/100

         1.4/100 同　左 同　左 同　左 同　左 同　左

50cc以下     1,000円 50cc以下　     2,000円
90cc以下     1,200円 90cc以下       2,000円

原動機付 125cc以下    1,600円 125cc以下      2,400円
自 転 車 ミニカー     2,500円 ミニカー       3,700円

小型特殊 農耕用       1,600円 農耕用         2,400円
自 動 車 その他       4,700円 その他         5,900円

２　　輪     2,400円 2　　輪  　 　   2,400円 2　　輪  　 　    3,600円

３　　輪     3,100円 3　　輪 　　   　3,100円 3　　輪           3,100円

４輪貨営     3,000円 3輪(新税率)　　  3,900円 3輪(新税率)　  　 3,900円

４輪貨自     4,000円 4輪貨営          3,000円 3輪(25%軽減)      3,000円

４輪乗営     5,500円 4輪貨営(新税)    3,800円 3輪(50%軽減) 　   2,000円

４輪乗自     7,200円 4輪貨自          4,000円 3輪(75%軽減) 　   1,000円
4輪貨自(新税率)  5,000円 3輪(重課税率)     4,600円

 4輪乗営          5,500円 4輪貨営           3,000円
4輪乗営(新税率)  6,900円 4輪貨営(新税率)   3,800円
4輪乗自          7,200円 4輪貨営(25%軽減)  2,900円
4輪乗自(新税率) 10,800円 4輪貨営(50%軽減)  1,900円
　　 4輪貨営(75%軽減)  1,000円
　　 4輪貨営(重課税率) 4,500円

 4輪貨自        　 4,000円
4輪貨自(新税率)   5,000円
4輪貨自(25%軽減)  3,800円

　　 4輪貨自(50%軽減)  2,500円
　　 4輪貨自(75%軽減)  1,300円

4輪貨自(重課税率) 6,000円
4輪乗営           5,500円
4輪乗営(新税率)   6,900円

　　 4輪乗営(25%軽減)  5,200円
　　 4輪乗営(50%軽減)  3,500円

4輪乗営(75%軽減)  1,800円
4輪乗営(重課税率) 8,200円
4輪乗自         　7,200円

 4輪乗自(新税率)  10,800円
 4輪乗自(25%軽減)  8,100円
 4輪乗自(50%軽減)  5,400円

4輪乗自(75%軽減)  2,700円
4輪乗自(重課税率)12,900円

 

  

特別土地 保有分 新規課税は停止 同　左 同　左 同　左 同　左 同　左

保 有 税 取得分 新規課税は停止 同　左 同　左 同　左 同　左 同　左

宿　泊 １人１日      150円 同　左 同　左 同　左 同　左 同　左

日帰り １人１日       30円 同　左 同　左 同　左 同　左 同　左

資産割 １㎡につき600円

従業者割 従業者給与総額に対して0.25%

         0.3/100 同　左 同　左 同　左 同　左 同　左

1,000本につき5,262円
旧３級品は2,925円

同　左

1,000本につき　4,618円
旧３級品は　　2,190円
　　　（H22.10.1より）
1,000本につき　5,262円
旧３級品は　   2,495円
　　（H25.4.1より）

  6,000円同　左

同　左同　左

－

1,000本につき  3,298円
  旧３級品は   1,564円

－

同　左

同　左

同　左

都 市 計 画 税

軽自動車税

入 湯 税

事業所税

市 た ば こ 税

法人市民税

均等割

２輪小型自
動車

         　4,000円

固 定 資 産 税

軽自動車

個人市民税
所得割 ６　％　*注２

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左 同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左 同　左 同　左 同　左 同　左
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平成30年度～令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

同　左 同　左 同　左 同　左 同　左 3,000円

12.1/100
事業年度開始日令和元年10月1日以後は

8.4/100

同　左 8.4/100 同　左 同　左 同　左

同　左 同　左 同　左 同　左 同　左 同　左

（種別割）
2　　輪  　 　    3,600円
3　　輪           3,100円
3輪(新税率)　　　 3,900円
3輪(75%軽減) 　   1,000円
3輪(重課税率)     4,600円
4輪貨営        　 3,000円
4輪貨営(新税率)   3,800円
4輪貨営(75%軽減)  1,000円
4輪貨営(重課税率) 4,500円
4輪貨自           4,000円
4輪貨自(新税率)   5,000円
4輪貨自(75%軽減)  1,300円
4輪貨自(重課税率) 6,000円
4輪乗営        　 5,500円
4輪乗営(新税率)   6,900円
4輪乗営(25%軽減)　5,200円
4輪乗営(50%軽減)  3,500円
4輪乗営(75%軽減)  1,800円
4輪乗営(重課税率) 8,200円
4輪乗自        　 7,200円
4輪乗自(新税率)  10,800円
4輪乗自(75%軽減)  2,700円
4輪乗自(重課税率)12,900円
（環境性能割）

同　左 同　左 同　左 同　左 同　左 同　左

同　左 同　左 同　左 同　左 同　左 同　左

同　左 同　左 同　左 同　左 同　左 同　左

同　左 同　左 同　左 同　左 同　左 同　左

同　左 同　左 同　左 同　左 同　左 同　左

同　左

1,000本につき5,692円
（R2.10.1より

1,000本につき6,122円）

※H30.10.1より、加熱式たばこ
は、「重量」と「価格」を紙巻
たばこの本数に換算して課税

同　左 同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

平成30年度:1,000本につき5,262
円

旧３級品は3,355円

令和元年度:1,000本につき5,692
円

旧３級品は4,000円
（R1.10.1より

1,000本につき5,692円）
※H30.10.1より、加熱式たばこ
は、「重量」と「価格」を紙巻
たばこの本数に換算して課税

1,000本につき6,122円
（R3.10.1より

1,000本につき6,552円）

※H30.10.1より、加熱式たばこ
は、「重量」と「価格」を紙巻
たばこの本数に換算して課税

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

電気自動車等、★★★★かつ
2030年度燃費基準85%達成車、★
★★★かつ2030年度燃費基準75%
達成車：0%
★★★★かつ2030年度燃費基準
60%達成車：取得価額×1%
上記以外の自動車：取得価額×
2%

★★★★：平成30年排出ガス規
制からNOx50%低減達成車又は平
成17年排出ガス規制からNOx75%
低減達成車

同　左 同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

同　左

1,000本につき6,552円

※H30.10.1より、加熱式たばこ
は、「重量」と「価格」を紙巻
たばこの本数に換算して課税

同　左

同　左 同　左 同　左 同　左

（種別割）
昨年までの軽自動車税
と同じ

（環境性能割）
電気自動車等、★★★
★かつ2020年度燃費基
準＋10%以上達成車、★
★★★かつ2020年度燃
費基準達成車：0%

上記以外の自動車：取
得価額×1%

★★★★：平成30年排
出ガス規制からNOx50%
低減達成車又は平成17
年排出ガス規制から
NOx75%低減達成車

同　左

同　左

同　左

*注1：65歳以上の非課税措置の廃止による経過措置については2,000円
*注2：65歳以上の非課税措置の廃止による経過措置については2/3
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４．減免関係例規

久留米市市税条例（昭和 25 年久留米市条例第 31 号）抜粋 

市 民 税 

 （市民税の減免） 

第３４条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち、市長において必要があると認めるもの

に対し、市民税を減免する。 

(1) 生活保護法の規定による保護を受ける者

(2) 当該年において所得が皆無となったため生活が著しく困難となった者又はこれに準ずると認め

られる者

(3) 学生及び生徒

(4) 公益社団法人及び公益財団法人

(5) 前各号に掲げるものを除く外、特別の事由があるもの

２ 前項の規定によって市民税の減免を受けようとする者は、納期限までに次に掲げる事項を記載し

た申請書に減免を受けようとする事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。

ただし、市長が必要と認める場合はこの限りでない。 

(1) 納税義務者の氏名及び住所又は居所（法人にあっては、名称、事務所又は事業所の所在地及

び法人番号）

(2) 年度（法人税割にあってはその課税標準の算定期間）、納期の別及び税額

(3) 減免を受けようとする事由

３ 第１項の規定によって市民税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場合においては直ちにそ

の旨を市長に申告しなければならない。 

固 定 資 産 税 

 （固定資産税の減免） 

第５３条 市長は次の各号のいずれかに該当する固定資産のうち市長において必要あると認めるも

のについては、その所有者に対して課する固定資産税を減免する。 

(1) 貧困により生活のため公私の扶助を受ける者の所有する固定資産

(2) 公益のために直接専用する固定資産（有料で使用するものを除く。）

(3) 市の全部または一部にあたる災害または天候の不順により、著しく価値を減じた固定資産

(4) 前各号に定めるものを除く外、特別の理由があると認められる固定資産

２ 前項の規定により固定資産税の減免を受けようとする者は、納期限までに次に掲げる事項を記載

した申請書にその減免を受けようとする事由を証明する書類に添付して、市長に提出しなければな

らない。ただし、市長が、当該者が所有する固定資産が同項各号のいずれかに該当することが明ら
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かであり、かつ、固定資産を減免する必要があると認める場合は、この限りでない。 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有

しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

(2) 土地にあっては、その所在、地番、地目、地積および価格

(3) 家屋にあっては、その所在、家屋番号、種類、構造、床面積および価格

(4) 償却資産にあっては、その所在、種類、数量および価格

(5) 減免を受けようとする事由および第１項第３号の固定資産にあっては、その被害の状況

３ 第１項の規定により固定資産税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場合には、直ちにその

旨を市長に申告しなければならない。 

軽 自 動 車 税 

（軽自動車税の減免） 

第７２条 市長は、次の各号に掲げる軽自動車等に対しては、軽自動車税を減免することができる。 

(1) 公益のため直接専用するものと認められる軽自動車等

(2) 貧困に因り生活のため公私の扶助を受ける者が所有する軽自動車等

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が特に軽自動車税の減免が必要と認める軽自動車等

２ 前項の規定によって軽自動車税の減免を受けようとする者は、納期限までに、当該軽自動車等に

ついて減免を受けようとする税額及び次の各号に掲げる事項を記載した申請書に減免を必要とす

る事由を証明する書類を添付して、これを市長に提出しなければならない。ただし、市長が必要と

認める場合はこの限りでない。 

(1) 軽自動車等の種別

(2) 軽自動車等の所有者等の住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名又は名称及び個人

番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所又は事業所若しくは

事業所の所在地及び氏名又は名称）

(3) 主たる定置場

(4) 原動機の型式

(5) 原動機の総排気量又は定格出力

(6) 用途

(7) 形状

(8) 車両番号又は標識番号

３ 第１項の規定によって軽自動車税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場合においては、直

ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

（身体障害者等に対する種別割の減免） 
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第７２条の２ 市長は、次の各号に掲げる軽自動車等のうち必要と認めるものに対しては、種別割を

減免する。 

(1) 身体に障害を有し歩行が困難な者（以下「身体障害者」という。）又は精神に障害を有し歩行が

困難な者（以下「精神障害者」という。）が所有する軽自動車等（身体障害者又は精神障害者と生

計を一にする者が所有する軽自動車等を含む。）で、当該身体障害者若しくは精神障害者（以下

「身体障害者等」という。）、当該身体障害者等のために当該身体障害者等と生計を一にする者

又は当該身体障害者等（身体障害者等のみで構成される世帯の者に限る。）のために当該身体

障害者等（身体障害者等のみで構成される世帯の者に限る。）を常時介護する者が運転するも

の（１台に限る。）

(2) その構造が専ら身体障害者等の利用に供するためのものである軽自動車等

２ 前項第１号の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、納期限までに、市長に対して、身

体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条の規定により交付された身体障害者手帳（戦

傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８号）第４条の規定により戦傷病者手帳の交付を受けて

いる者で身体障害者手帳の交付を受けていないものにあっては、戦傷病者手帳とする。以下本項

において「身体障害者手帳」という。）、厚生労働大臣の定めるところにより交付された療育手帳（以

下この項において「療育手帳」という。）又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５

年法律第１２３号）第４５条の規定により交付された精神障害者保健福祉手帳（以下この項におい

て「精神障害者保健福祉手帳」という。）及び道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第９２条の規

定により交付された身体障害者又は身体障害者等と生計を一にする者若しくは身体障害者等（身

体障害者等のみで構成される世帯の者に限る。）を常時介護する者の運転免許証（以下この項に

おいて「運転免許証」という。）を提示するとともに、次の各号に掲げる事項を記載した申請書に減

免を必要とする理由を証明する書類を添付して、提出しなければならない。ただし、市長が必要と

認める場合はこの限りでない。 

(1) 減免を受ける者の氏名及び住所並びに減免を受ける者が身体障害者等と生計を一にする者

である場合には、当該身体障害者等との関係

(2) 身体障害者等の氏名、住所及び年齢

(3) 軽自動車等を運転する者の氏名及び住所並びに身体障害者等との関係

(4) 身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳の番号、交付年月日、障害名及び

障害の程度

(5) 運転免許証の番号、交付年月日及び有効期限並びに運転免許の種類及び条件が附されてい

る場合にはその条件

(6) 軽自動車等の車両番号、主たる定置場、種別、用途及び使用目的

３ 第１項第２号の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、納期限までに、市長に対して、
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当該軽自動車等の提示（市長が、当該軽自動車等の提示に代わると認める書類の提出がある場

合には、当該書類の提出）をするとともに、前条第２項各号に掲げる事項を記載した申請書を提出

しなければならない。ただし、市長が必要と認める場合はこの限りでない。 

４ 前条第３項の規定は、第１項の規定によって種別割の減免を受けている者について準用する。 

事 業 所 税 
（事業所税の減免） 

第１４１条の１４ 市長は、天災その他特別の事情がある場合において事業所税の減免を必要とする

と認める者その他特別の事情がある者に限り、事業所税を減免することができる。 

２ 前項の規定によって事業所税の減免を受けようとする者は、市長が定める日までに、次に掲げる

事項を記載した申請書にその事由を証明する書類を添えて、これを市長に申請しなければならな

い。 

(1) 住所、氏名又は名称及び法人番号（法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名

称）

(2) 事業所等の所在地

(3) 減免を受けようとする事由

(4) 前各号に掲げるもののほか、市長において必要があると認める事項

３ 第１項の規定によって事業所税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場合においては、直ち

にその旨を市長に申告しなければならない。 
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